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日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共 協同組合・火薬協会・保証会社

1 火 一級土木施工管理実力テスト講習会（２日まで） 職長・安全衛生責任者教育（清武　２日まで）

2 水

3 木 フルハーネス型安全帯使用作業特別教育
（清武）　

4 金
小型車両系建設機械（整地・運搬・積込
み用及び掘削用）運転の業務に係る特別
教育（清武　５日まで）

5 土

6 日

7 月

8 火 全国建設業協会　総会（委任状開催） 足場の組立て等の業務に係る特別教育（清武）

9 水 技士会　監理技術者講習 建災防本部理事会・総代会（東京）

10 木 建退共支部事務担当者会議 
（WEB 会議　11 日まで）

11 金 建産連役員会 高所作業車運転技能講習（清武　12 日まで）

12 土

13 日

14 月

15 火 足場の点検実務者研修（清武）

16 水

17 木 県協会　常務理事会 熱中症予防指導員・管理者研修（延岡）

18 金 県協会　青年部連合会通常総会 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及
び掘削用）運転技能講習（清武　19 日まで）

19 土

20 日

21 月

22 火 建築物等の鉄骨の組立て等作業主任者技能
講習（清武　23 日まで）

23 水 西日本建設業保証㈱株主総会

24 木 斜面の点検者に対する安全教育（清武）

25 金 不整地運搬車運転技能講習 
（延岡　26 日まで）

26 土

27 日

28 月

29 火 全国建産連総会 熱中症予防指導員・管理者研修（清武）

30 水 技士会　監理技術者講習（延岡） 建退共運営委員会・評議員会（東京）
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県協会HP・会員専用サイト
掲載項目案内（前月掲載分）

宮崎県建設業協会員数の推移

会員の異動状況

年 度 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

年 度 当 初 862 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 476 472 476

入 会 数 38 82 20 11 24 8 7 8 9 4 11 8 1 4 3 6 8 13 4 13 8 1 0 4 3 9 3

退 会 数 1 33 11 22 24 31 28 25 50 32 30 45 150 61 32 21 13 12 16 7 12 9 9 6 7 8 0

年 度 末 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 476 472 473 476

※ H8 支部として建築協会加入、H19 建築協会脱退（68 社脱退）、R3 は 5.31 現在

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R1 R2

862 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 476 472 476

38 82 20 11 24 8 7 8 9 4 11 8 1 4 3 6 8 13 4 13 8 1 0 4 3 9 0

1 33 11 22 24 31 28 25 50 32 30 45 150 61 32 21 13 12 16 7 12 9 9 6 7 8 0

899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 476 472 473 476

※H8 支部として建築協会加入、H19 建築協会脱退(68社脱退)、R2は4.14現在
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【ホームページ】

項　　　　　目 所　管 形 式
2021.4.1 付　宮崎県建設業協会 ～働き方改革対策に向けた週休２日制度を推
進していきます～

宮 崎 県 
建 設 業 協 会 PDF

2021.5.7 付　国土交通省、建設産業人材確保・育成推進協議会 令和３年度作
文コンクールの実施・募集について

建 設 業 
振 興 基 金 html

【代表者、組織、所在地等】

地 区 名 会　社　名 変更事項 変　更　前 変　更　後
高 鍋 ㈱ ビ ズ 代 表 者 横田　直樹 横田　晋作

【新規加入会員】

地 区 名 会　社　名 代表者名 地 区 名 会　社　名 代表者名
東 諸 ㈲ 真 純 工 業 堀内　裕樹 延 岡 ㈲ 馬 場 建 設 馬場　隆
延 岡 ㈲ 南 風 建 設 中原　計一郎
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１．令和３年度県協会表彰式及び第63回通常総会が 
開催される

　令和３年度の第63回通常総会が５月25日（火）午後２時20分から宮崎観光ホテル東館２階「紅」の間において開
催された。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、規模縮小等の対策を講じ実施し、表彰式、基調講演、
懇談会は中止とした。

  （１）第63回通常総会

　会に先立ち、藤元会長よりまず初めに「会員の皆様
には各地区建設業協会長に委任状を提出していただき
ましたので、この場には各地区協会長だけお集まりい
ただいておりますが、このような方法での開催にご理
解をいただいた会員の皆様、そして、本日ご出席いた
だいた各地区建設業協会の会長様に厚くお礼を申し上
げます。」と感謝の意を表した。新型コロナウイルス
感染症について、併せて、「現在第４波の最中にあり、
変異株が感染の主流を占め、若者の感染が増加し、ク
ラスターが頻発するなど非常に緊迫した状態が続いて
いる。会員企業におかれましても様々な対策をとられ
ていることと思いますが、結局は３密を避け、マスク
の着用や換気・消毒・検温の実施など地道な対策の徹
底を改めてお願いし、万一感染した場合は、国や県の
ガイドラインに沿って行動していただきますようお願
いいたします。」と述べ、また、事業等に関して、「執
行部との不調不落対策、選挙対策、協会員のメリット
を見出していくべき行政との折衝を重点的に取り組ん
でいく。」と挨拶とした。

　引き続き第63回通常総会が行われ、会員総数473名
に対し、委任状を含む419名の会員が出席（会成立）し、
次の３議案について審議が諮られた。
　第１号議案
　令和２年度事業報告書、収支決算書について
　　報告事項１
　　　令和３年度事業計画並びに収支予算について
　　報告事項２
　　　役付役員等の補充選任(案)について
　第２号議案
　役員の欠員に伴う補充選任(案)について
　第３号議案
　定款の一部改正(案)について
　以上、３議案についていずれも原案通り承認可決さ
れた。

役付役員の補充選任について
役 職 名 氏　名 備　　　考
副 会 長 河野　与一 現　常務理事
常務理事 柳橋　恒久 現　理事
専務理事 石井　　剛 元　宮崎県建設業協会顧問

藤元会長挨拶 第63回通常総会

宮崎県建設業協会
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  （２）令和３年度表彰式

　令和３年度表彰式は、各地区建設業協会より伝達により実施。
　なお、宮崎県建設業協会長、全国建設業協会長等の表彰受賞者は別記のとおりです。
　誠におめでとうございます。

一般社団法人　全国建設業協会会長表彰（敬称略）

◎表彰規程第２条第４号該当者
（会社役員特別功労者表彰）	 〔永年企業経営の功労者〕

地 区 名 会　　社　　名 役 職 名 氏　　名
宮　崎 株 式 会 社 伸 東 建 設 代 表 取 締 役 後　藤　啓　嗣
高　鍋 株 式 会 社 増田工務店 代 表 取 締 役 増　田　秀　文
日　向 株 式 会 社 相 生 組 代 表 取 締 役 相　生　秀　樹

計　　３　　名

◎表彰規程第４条第１号該当社
（会社表彰）	 〔経営の合理化、技術の向上等功績顕著〕

地 区 名 会　社　名
宮　崎 株 式 会 社 坂 口 組

〃 長 嶺 土 木 有 限 会 社
日　南 有 限 会 社 徳 井 建 設
串　間 株 式 会 社 増 田 建 設
小　林 株 式 会 社 吉 元 組
高　鍋 柴 坂 建 設 株 式 会 社
日　向 株 式 会 社 五 幸 建 設

計　　７　　社

◎表彰規程第４条第２号該当社
（会社表彰）	 〔環境に配慮した事業推進等功績顕著〕

地 区 名 会　社　名
東　諸 株 式 会 社 金 子 建 設

〃 栗 巣 土 木 株 式 会 社
計　　２　　社

宮建協
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◎表彰規程第４条第３号該当社
（会社表彰）	 〔会員相互の倫理の向上等功績顕著〕

地 区 名 会　社　名
都　城 丸 昭 建 設 株 式 会 社
小　林 坂 口 建 設 株 式 会 社
延　岡 株 式 会 社 甲 斐 組

〃 合 資 会 社 高 橋 建 設
高千穂 興 梠 建 設 合 資 会 社

〃 株 式 会 社 五 大 建 設
計　　６　　社

◎表彰規程第５条該当者
（従業員表彰）	 〔担当業務精励等功績顕著〕

地 区 名 会　社　名 従業員氏名
宮　崎 株 式 会 社 ダ イ ニ チ 開 発 石　川　伸　行
串　間 株 式 会 社 津 曲 建 設 森　　　茂　基
小　林 株 式 会 社 木 場 土 建 久留木　　　剛
東　諸 株 式 会 社 武 田 建 設 黒　木　親　幸
西　都 株 式 会 社 宮 本 組 桑　島　一　樹
延　岡 株 式 会 社 山 崎 産 業 栁　田　光　徳

計　　６　　名

一般社団法人　宮崎県建設業協会会長表彰（敬称略）

◎表彰規程第２条第２号該当者
（特別功労役員表彰）	

建設業団体役付役員歴４期以上
又は役員歴６期以上

地 区 名 会　　社　　名 役 職 名 氏　　名
延　岡 株 式 会 社 山 崎 産 業 代表取締役社長 山　﨑　　　司

計　　１　　名

◎表彰規程第２条第４号該当者
（高齢功労者表彰）	

年齢70歳以上会員歴20年以上
代表者歴10年以上の退任者

地 区 名 会　　社　　名 役 職 名 氏　　名
日　向 あさひ産業 株 式 会 社 取 　 締 　 役 西　村　賢　一

〃 有 限 会 社 大 日 建 設 取 　 締 　 役 小　野　敏　行
〃 株 式 会 社 七 組 取 締 役 会 長 岩　本　健　司

計　　３　　名

宮建協
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◎表彰規程第２条第５号該当者
（職員功労者表彰）	

管理職５年以上
その他の職員10年以上

地 区 名 会　　社　　名 役 職 名 氏　　名
宮　崎 宮 崎 地 区 建 設 業 協 会 書　　記 巣　山　麻　里

計　　１　　名

◎表彰規程第４条第１号該当社
（会社表彰）	

協会協力度等顕著
会員歴15年以上

地 区 名 会　社　名
宮　崎 株 式 会 社 井 戸 川 産 業

〃 株 式 会 社 紘 進 建 設
〃 株 式 会 社 新 和 産 業

日　南 日 郷 建 設 有 限 会 社
小　林 八 重 尾 産 業 有 限 会 社
東　諸 寛 永 建 設 有 限 会 社
高　鍋 株 式 会 社 ビ ズ
日　向 株 式 会 社 太 伯 建 設

〃 松 尾 建 設 有 限 会 社
〃 有 限 会 社 右 田 産 業

延　岡 矢 野 建 設 株 式 会 社
高千穂 有 限 会 社 大 武 建 設

〃 株 式 会 社 木 下 組
計　　13　　社

◎表彰規程第４条第２号該当社
（会社表彰）	

企業の経営合理化等顕著
会員歴15年以上  

地 区 名 会　社　名
小　林 有 限 会 社 斉 藤 建 設

計　　１　　社

◎表彰規程第４条第３号該当社
（会社表彰）	

従業員の労務管理厚生の改善等顕著
会員歴15年以上

地 区 名 会　社　名
延　岡 株 式 会 社 加 行 建 設

計　　１　　社

◎表彰規程第５条第１号該当者
（従業員表彰）	

会員企業勤務15年以上
年齢45歳以上・担当業務精励
会員歴15年以上の会社の従業員

地 区 名 会　　社　　名 従業員氏名
宮　崎 株 式 会 社 岡 﨑 組 岡　本　光　利

〃 〃 薬　師　勇　一
〃 株 式 会 社 川 上 土 木 緒　方　裕　幸

宮建協
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地 区 名 会　　社　　名 従業員氏名
宮　崎 株 式 会 社 川 上 土 木 群　　　昌　子

〃 株 式 会 社 志 多 組 中八児　寛　晃
〃 〃 宮　田　　　一
〃 伸 洋 土 木 株 式 会 社 橋　本　晴　夫
〃 株 式 会 社 田 村 産 業 黒　木　俊　二
〃 龍 南 建 設 株 式 会 社 北　島　勝　則

日　南 大 日 建 設 株 式 会 社 増　田　大　輔
〃 株 式 会 社 谷 口 重 機 建 設 植　村　芳　洋
〃 富 岡 建 設 株 式 会 社 河　野　剛　広
〃 〃 徳　地　良　則
〃 永 野 建 設 株 式 会 社 加　藤　章　男
〃 有 限 会 社 東 浜 興 業 南　村　達　夫
〃 山 下 建 設 有 限 会 社 岩　満　　　茂
〃 若 松 建 設 株 式 会 社 入　江　博　士

串　間 株 式 会 社 谷 口 組 熊　給　幸　和
〃 株 式 会 社 畑 山 建 設 野　下　正　志

都　城 大 淀 開 発 株 式 会 社 内　村　譲　司
〃 〃 坂　元　浩　志
〃 〃 杉　村　泰　弘
〃 〃 和　田　靖　利
〃 株 式 会 社 桜 木 組 平　原　達　裕
〃 東 和 建 設 工 業 株 式 会 社 池　崎　一　夫
〃 株 式 会 社 藤 誠 建 設 米　澤　美佐子
〃 丸 昭 建 設 株 式 会 社 松　下　樹一郎
〃 株 式 会 社 餅 井 建 設 平　田　直　哉
〃 吉 原 建 設 株 式 会 社 大　平　健　朗
〃 〃 小　野　秀　典
〃 〃 日　高　直　幸
〃 〃 宮　田　照　男

小　林 株 式 会 社 緒 方 組 今別府　一　広
〃 坂 口 建 設 株 式 会 社 高　佐　昭　則
〃 〃 横　山　義　一
〃 株 式 会 社 坂 下 組 薗　田　啓　二
〃 〃 柳　　　幸　利
〃 〃 山　田　長　幸
〃 八 重 尾 産 業 有 限 会 社 小　糸　　　毅
〃 〃 福　岡　政　信

東　諸 株 式 会 社 武 田 建 設 後　藤　敏　章
〃 株 式 会 社 中 馬 建 設 西　窪　修　崇
〃 株 式 会 社 長 友 組 田　中　直　樹
〃 株 式 会 社 藤 元 建 設 井戸川　　　清

宮建協
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地 区 名 会　　社　　名 従業員氏名
東　諸 株 式 会 社 藤 元 建 設 駒　山　広　志
西　都 鴟 尾 工 業 株 式 会 社 加　藤　　　浩

〃 〃 齊　藤　竜　徳
〃 株 式 会 社 宮 本 組 長　友　達　也

高　鍋 柴 坂 建 設 株 式 会 社 黒　木　太　志
日　向 旭 開 発 株 式 会 社 白　石　展　康

〃 旭 建 設 株 式 会 社 坂　友　重　元
〃 〃 三　樹　　　実
〃 株 式 会 社 旭 道 路 菊　田　辰　弥
〃 株 式 会 社 五 幸 建 設 柏　田　竜　也
〃 株 式 会 社 児 玉 組 久　富　智　幸
〃 株 式 会 社 長 谷 川 組 白　木　正　之
〃 〃 奈　須　　　実
〃 株 式 会 社 光 技 術 開 発 植　田　陽　介
〃 宮 前 建 設 株 式 会 社 園　田　英　史

延　岡 株 式 会 社 伊 東 組 吉　田　賢　二
〃 上 田 工 業 株 式 会 社 佐　藤　泰　志
〃 岡 田 工 業 株 式 会 社 三　村　千代子
〃 木 村 産 業 株 式 会 社 湯　浅　貴　夫
〃 日 新 興 業 株 式 会 社 室　屋　吉　弘

高千穂 株 式 会 社 工 藤 興 業 上　村　芳　幸
〃 〃 平　崎　孝　則
〃 株 式 会 社 工 藤 工 務 店 工　藤　浩　孝
〃 高 千 穂 土 木 株 式 会 社 平　川　一　成
〃 株 式 会 社 矢 野 興 業 興　梠　保　明

計　　69　　名

宮建協
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　令和３年４月19日（月）12時45分、宮崎県建設会館
２階「委員会室」において、樫村事務局長が定足数（12
／13名：会成立）の報告をして開会を宣した。
　開会挨拶で藤元会長が「本日は、令和３年度の第１
回目の常務理事会となり、県との意見交換会は新体制
での最初の意見交換会となる。昨年度よりも有意義な
会議にしたい。入札制度や点数等についても協議し、
本会の総意として意見・要望を行いたいと考えている。
本日もよろしくお願いしたい。」と述べ、議事に移った。
　議題については次のとおり。

議題１ 県との意見交換会について

　　�　樫村事務局長が資料１に基づき、県との意見交
換会の情報提供及び出席者等について報告した。

議題２ 令和２年度事業報告・決算報告（監査報告）
について

　　�　樫村事務局長が資料２～４に基づき、令和２年
度事業報告・決算報告（監査報告）について報告
し、承認された。

議題３ 令和３年度決算等理事会について

　　�　樫村事務局長が資料５に基づき、令和３年度決
算等理事会を書面決議で実施すること及び審議事
項について報告し、承認された。

議題４ 令和３年度通常総会について

　　�　樫村事務局長が資料６に基づき、令和３年度通
常総会（委任状による開催）の審議事項や対応等
について報告し、承認された。

議題５ その他

（１）�令和３年度人材確保に係る県の委託事業に
ついて

　　�　有馬コーディネーターが参考１に基づき、令和
３年度の「建設産業若年入職者確保定着支援事
業」、「建設産業外国人材確保支援事業」の案内及
び条件等について報告した。令和３年５月６日よ
り受付開始。

（２）�令和３年度CCUS登録に係る県の委託事業
について

　　�　樫村事務局長が参考２に基づき、「建設キャリ
アアップシステム登録推進事業」の概要説明を
行った。開始時期等の詳細については県と調整中。

（３）参議院議員長峯誠政経セミナーについて
　　�　樫村事務局長が参考３に基づき、５月30日に開

催される参議院議員長峯誠政経セミナーへの対応
について報告し、承認された。

（４）国民政治協会からの寄付の依頼について
　　�　樫村事務局長が参考４に基づき、国民政治協会

からの寄付依頼への対応について報告し、承認さ
れた。

（５）九州地方整備局との意見交換会について
　　�　樫村事務局長が参考５に基づき、６月２日に開

催される九州地方整備局との意見交換会の内容や
対応について報告し、承認された。

（６）その他
　　・�赤十字活動資金への寄付への対応について報告

し、承認された。
　　・�農林水産省農村振興局と農業土木委員会との意

見交換会の開催報告を行った。

２．令和３年度第１回常務理事会を開催

第１回常務理事会

宮建協
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　　・�令和３年度建設ICT研修についての打合せにつ
いての会議内容の報告を行った。 議題６ 令和３年度の常務理事会等行事について

　　�　樫村事務局長が参考６に基づき、７月末までの
行事について報告し、承認された。

３．令和３年度第２回常務理事会を開催

　令和３年５月25日（火）15時00分、宮崎観光ホテル
東館２階「紅」において、宮崎県建設会館２階「委員
会室」において、樫村事務局長が定足数（13／13名：
会成立）の報告をして開会を宣した。
　開会挨拶で藤元会長が「本日も常務理事会と意見交
換会があるが、各地区の意見等を県に伝えていただき
たい。忌憚のない意見をお願いしたい。」と述べ、議
事に移った。
　議題については次のとおり。

議題１ 新規会員加入について

　　�　樫村事務局長が資料１に基づき、延岡地区の㈲
馬場建設と㈲南風建設、東諸地区の㈲真純工業に
ついて報告し、加入が承認された。

議題２ 県との意見交換会について

　　�　樫村事務局長が資料２に基づき、県との意見交
換会の情報提供及び出席者等について報告した。

議題３ 令和３年度第１回理事会決議結果について

　　�　樫村事務局長が資料３に基づき、令和３年度第
１回理事会（書面決議）の結果について報告し、
承認された。

議題４ 国政選挙対策について

　　�　樫村事務局長が資料４に基づき、国政選挙対策
について報告し、承認された。

議題５ その他

（１）�令和３年度県の委託事業 
（若年担い手・外国人材）について

　　�　樫村事務局長が参考１に基づき、「建設産業若
年入職者確保定着支援事業」、「建設産業外国人材
確保支援事業」について周知を行った。

（２）�本県のCCUS登録状況等について
　　�　樫村事務局長が参考２に基づき、CCUS登録推

進事業・認定登録機関開設及び県内の登録状況等
について報告した。

（３）みやざきSDGsプラットフォームについて
　　�　樫村事務局長が参考３に基づき、本会も参加し

ている「みやざきSDGｓプラットフォーム」の周
知及び取組への参加依頼を行った。

（４）�STOP！コロナ差別　 
オールみやざき共同宣言について

　　�　樫村事務局長が参考４に基づき、「STOP！コ
ロナ差別　オールみやざき共同宣言」とシトラス
リボンについての周知及び協力依頼を行った。

第２回常務理事会

宮建協
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（５）志帥会セミナーについて
　　�　樫村事務局長が参考５に基づき、志帥会セミ

ナーへの対応について報告し、承認された。

（６）その他
　　・�宮崎プロジェクトへの対応について協議した。

議題６ ６月以降の協会行事等について

　　�　樫村事務局長が参考６に基づき、８月末までの
行事について報告し、承認された。

４．令和３年度第１回宮崎県県土整備部と 
（一社）宮崎県建設業協会との意見交換会を開催

　令和３年４月19日（月）午後４時、宮崎県建設会館
５階会議室において、樫村事務局長が開会を宣した。
　出席者については下記のとおり。

◇宮崎県県土整備部
　　西田部長
　　森次長（道路・河川・港湾担当）
　　管　理　課：�児玉管理課部参事兼管理課長、 

赤江課長補佐、一政・宗像主幹、 
川内主任主事、佐澤主事

　　技術企画課：�桑畑課長、和田課長補佐、 
湯浅・岩切・春田主幹、森川副主幹、 
相良主任技師、工藤主査、 
西村主任主事

◇公共三部共管
　　工事検査課：斉藤課長、関・児玉・山下専門員

◇宮崎県建設業協会
　　常務理事会：�藤元会長、本部・興梠副会長、 

柳橋・長友・河野（与）・池田・津房・
黒木・木村常務理事

　　事　務　局：�坂元専務理事、 
樫村常務理事兼事務局長、 
早瀬土木農林課長、 
大谷総務課長、 
山尾業務係長、 
有馬コーディネーター

【藤元会長挨拶】
　本日は大変忙しい中、ご出席いただき感謝を申し上
げる。令和３年度の第１回目の開催となり、県の方々
は人事異動後初めての意見交換会となる。今年度も有
意義な会議にできればと思っている。
　先月末に国の当初予算が成立し、本県の公共事業予

算も決定された。河野知事、西田部長を始めとして、
コロナ禍で大変な状況にもかかわらず、陳情・要望活
動を行っていただき感謝申し上げる。発注が増えると
不調不落の発生が予想されるが、地区毎の意見交換会
等を行いながら対応していきたい。本日もよろしくお
願いしたい。

【西田部長挨拶】
　建設業協会の皆様におかれましては、県土整備部行
政におきまして常日頃からご理解・ご協力をいただき
感謝申し上げる。人事異動に伴い新体制での意見交換
会となるが、組織の改正も行われ、入札契約関係につ
いて管理課から技術企画課（技術評価担当）にまとめ
られることになった。
　昨年度はコロナ禍の影響により行事や会議や延期・
中止となり、鳥インフルエンザも計12回発生した。一
方、アミュプラザのオープンや都城―志布志道路の県
境区間開通、東九州自動車道の新規事業化が行われた。
　建設産業は安全安心の確保、防災・減災の担い手で
あると共に、地域の担い手の受け皿でもあり、非常に
重要な産業であると認識している。我々も、担い手や
予算の確保に向けて取り組んでまいりたい。今年度も
発注量の増加が考えられるが、不調不落を発生させな
いために意見交換会等を行い、受発注者間で協力して
対応していく必要がある。１年間よろしくお願いしたい。

第１回意見交換会

宮建協
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◆県からの情報提供について
　県より、以下の事項に関し説明があった。
《管理課》
解体工事業の技術者要件に係る経過措置の終了について
●�解体工事業の技術者要件の経過措置が令和３年６月

30日で終了するため、終了までに手続きを行う必要
がある。なお、許可を維持しない場合（不要な場合）
は、「廃業届」（解体工事業）の提出が必要となる。
未手続きの場合は解体工事業の許可の取消処分（行
政処分）の対象となる。

経営事項審査の制度改正について
●�経営事項審査が令和３年４月１日で改正された。主

な改正事項は４項目となる。①技術職員数に係る改
正　②労働福祉の状況に係る改正　③建設業の経理
の状況に係る改正　④知識及び技術又は技能の向上
に関する建設工事に従事する者の取組の状況に係る
審査項目の新設

《管理課・技術企画課》
工事関係書類の統一化について
●�建設業の働き方改革の推進に向けた建設産業の負担

軽減と更なる業務効率化を目的として、工事関係書
類の様式の統一化を図ることとなった。九州全体で
統一を図り、宮崎県では39種類の様式の統一化を
行った。令和３年４月１日より適用。

《技術企画課》
施工段階における地産地消の取組について
●�公共工事に使用する建設資材の基本的な考え方を定

めた。建設資材の県産品の確認を原材料、加工・製
造企業及びその割合で判断する。また、県産品かど
うかを明確にするため、県産品を登録するような仕
組みについても検討している。

総合評価落札方式の改正点について
●�令和３年６月１日以降に公告した案件から令和３年

度総合評価落札方式が適用される。主な改正事項は
４項目。①CCUS（建設キャリアアップシステム）
の取組評価　②地産地消への取組評価　③法面工事
のＫ値評価について　④自己採点方式の適用拡大

入札制度に関する地区説明会について
●�令和３年度総合評価落札方式（令和３年４月１日改

正版）等に関する各地区説明会が４月に開催される。

《管理課・技術企画課》
円滑な施工確保に向けた意見交換会について
●�国土交通省より工事の不調不落対策として「公共工

事の円滑な施工確保に向けた地方公共団体と地域の
建設業団体等との意見交換の推進について（依頼）」
が発出されたことを受け、地域の実情等を踏まえた
適切な意見交換会が実施されるよう通知を行った。

《技術企画課》
配置技術者の専任期間の取扱いについて
●�特殊資材の購入に要する期間は、工場制作期間と同

様の取扱いとし、配置技術者の専任を求めない。対
象工事は注文から納入までに１か月以上を要する資
材を使用する工事のうち、対象資材が納入されない
と現場着手できない工事。令和３年４月１日以降の
入札公告又は指名通知する工事から適用。

◆意見交換会
〇建設キャリアアップシステム（CCUS）について
協会→�CCUSの一番のメリットは技能者の処遇改善に

つながることだと考えている。国土交通省では、
令和５年度からの完全実施となっているが、宮
崎県においても可能な限り早い完全実施を行っ
ていただきたい。

県　→�県においても技能者の処遇改善は大切だと考え
ており、完全実施についても素早く対応してい
きたい。今回の総合評価落札方式の改正におい
て、CCUSをオプションとして新たな取組評価
として盛り込んだが、これは全国的にも早い段
階での取組である。

協会→�工事現場毎にCCUS活用の可否を決めるのでは
無く、受注者側の希望等があれば活用が可能に
なるような対応をしていただきたい。

県　→�あらゆる工事での実施を推進していく予定であ
る。最近の情報では費用負担等の課題について
も取り上げられているため様々な検討をしてい
きたい。

宮建協
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５．令和３年度第２回宮崎県県土整備部と 
（一社）宮崎県建設業協会との意見交換会を開催

　令和３年５月25日（火）午後４時、宮崎観光ホテル
東館２階「日向」において、樫村事務局長が開会を宣
した。
　出席者については下記のとおり。

◇宮崎県県土整備部
　　森次長（道路・河川・港湾担当）
　　管　理　課：�児玉管理課部参事兼管理課長、 

赤江課長補佐、一政・宗像主幹、 
川内主任主事

　　技術企画課：�桑畑課長、和田課長補佐、 
湯浅・岩切・春田主幹

◇公共三部共管
　　工事検査課：斉藤課長、山下専門員

◇宮崎県建設業協会
　　常務理事会：�藤元会長、 

本部・興梠・河野（与）副会長、 
柳橋・河野（義）・長友・池田・津房・
黒木・木村常務理事

　　事　務　局：�坂元前専務理事、石井専務理事 
樫村常務理事兼事務局長、 
早瀬土木農林課長、 
大谷総務課長、 
山尾業務係長、 
有馬コーディネーター

【藤元会長挨拶】
　大変忙しい中、ご出席いただき感謝を申し上げる。
本日は、本意見交換会の前に本会の通常総会を開催し
た。本来であれば、河野知事や幹部の方々をお招きし
て表彰式や懇親会を行う予定であったが、新型コロナ
ウイルス感染症対策で昨年に引き続き規模を縮小して
開催となった。総会終了にあたり役員が新たに決定し
たので紹介する。副会長に河野与一氏、常務理事には
柳橋恒久氏が就任した。事務局では、専務理事の坂元
政嗣氏が退任となり、後任に石井剛氏が就任した。こ
の体制で１年がスタートするため引き続きよろしくお
願い申し上げる。

【森次長挨拶】
　県内では新型コロナウイルスのクラスターが複数発

生しており、５月31日迄の緊急事態宣言が発令された。
また、宮崎市の飲食店の時短要請が31日迄、都城市・
三股町では６月10日迄となっている。建設業の工事に
ついては不要不急の対象ではないとし、国交省で定め
る感染防止対策を遵守しながら粛々と進めていくこと
になる。よろしくお願いしたい。
　昨年の台風10号では相生組様が被災したが、今年度
県土整備部・土木事務所では作業員自身の身を守る行
動を優先するよう周知している。
　また、国土強靱化５か年加速化対策において国交省
分の予算が9.4兆円となっている。しかし、この予算
は確定ではなく執行状況によっては減額される可能性
もある。我々も発注者として受注しやすい環境を目指
すので、皆さんも不調不落が発生しないように工事を
受注していただきたい。本日もよろしくお願いしたい。

◆県からの情報提供について
　県より、以下の事項に関し説明があった。
《管理課》
建設産業若年入職者確保・定着支援事業について
●�失業中の40歳未満で、県内の建設業事業所に正規雇

用された建設技能者及び技術者を対象にした建設産
業若年入職者確保・定着支援事業を行う。助成は対
象経費の１／２以内、最長５か月上限65万円。

建設産業外国人材確保支援事業について
●�県内に本店がある建設業者を対象に外国人材を雇用

する際の必要経費を補助する建設産業外国人材確保
支援事業を行う。助成は助成対象経費の１／２以内、
一社当たり上限20万円。

建設産業若年技術者等資格習得支援事業について
●�令和３年３月31日時点で満40歳未満の常勤の役員、

事業主又は従業員が助成対象資格を取得するための

第２回県との意見交換会

宮建協
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経費を助成する建設産業若年技術者等資格習得支援
事業を行う。助成は助成対象経費の１／２以内、１
人当たり上限５万円。

建設産業経営力強化支援事業(新分野補助金)について
●�県内に本店がある建設業者を対象に、新分野への進

出等に取組むために必要な経費を支援する建設産業
経営力強化支援事業を行う。補助は補助対象となる
経費の１／２以内、1件あたり上限100万円。

《管理課・技術企画課》
公共事業における働き方改革等への対応について
●�令和３年５月１日以降に公告した案件より、建設産

業の担い手確保や長時間労働の是正、生産性向上等
の働き方改革の推進を図るため次の改正を行った。
①「週休２日工事」試行 ②建設現場における快適ト
イレ設置の試行 ③建設工事等における情報共有シ
ステム活用の試行 ④工事完成図書の電子納品試行

入札不調・不落対策について
●�昨年度までの「国土強靱化３か年緊急対策」につい

ては、様々な対策を講じてきた事もあり、不調・不
落の発生率は減少している。令和７年度まで「国土
強靱化のための５か年加速化対策」として予算増が
見込まれることから、引き続き地区協会とも意見交
換を交えながら不調・不落対策に取り組む。

◆意見交換会
〇不調不落対策について
協会→�５月から９月までの県工事の見通しが全て公表

されたが、これにより業者が利益率の高い工事
のみに集中する懸念がある。不調不落対策のた
めに令和３年３月末で終了した「不調・不落の
発生率が高い工事の工事成績評定の加点」の措
置等のインセンティブを検討していただきたい。

県　→�県でもインセンティブについての検討はしてい
る。具体的な評価方法等については今後、意見
交換させていただきたい。

協会→�インセンティブもお願いしたいが、不調不落の
発生原因は利益率の低さもあると考えている。
過去にも意見を出しているが、適正な利益が確
保できる設計や現場の状況に合った施工計画を
していただきたい。

県　→�現場にあった適正な積算を行うことを意識して
いる。施工計画についても設計段階での３者検
討会の実施も活用していく。

〇誘導員（警備員）について（災害対応・設計労務単価）
協会→�昨年、土砂崩れにより国道が通行止めとなる事

案があり、迂回路への誘導に人員の配置が必要
になった。発生時間（日曜日の夕方）の関係や
急な発生のため誘導員の手配にかなり苦慮し
た。県と警備業協会等と提携を結んで、緊急時
には県から派遣要請が行えるような体制作りを
していただきたい。

県　→�検討する。
協会→�警備員の設計労務単価についても実勢単価と同

等程度にしていただきたい。

〇設計変更について
協会→�改良や改修工事の設計変更は比較的スムーズだ

が、大臣承認が必要な災害対応工事は変更が難
航するので、改善をしていただきたい。

県　�→基本的には変更についても現場で実施したもの
については設計変更し、見積対応も行っている。
これらの対応を行っていない担当者がいる場合は
事務所の工務課長等に伝えていただきたい。大臣
変更についても対応するのが発注者の責任だと考
えている。災害対応等の設計変更の方法について
は法律で定められているため、その方法を遵守し
ながら迅速な対応を行っていきたい。

（要望のみ）
①�検査する専門員によっては10年程度前の基準に準じ

た（現在は作成不要な）書類を要求される。専門員
や検査員の個々による評価の格差を無くし、適正な
評価が行われるように改善していただきたい。

②�地域の守り手である県協会への（大規模災害協定の
見直し等での）何らかのメリットやインセンティブ
等について検討していただきたい。

③�災害後の橋梁点検等をスムーズに行うため、各地区
に知識を持った技術者がいた方が良いと考えてい
る。特定JV等を用いて橋梁補修（上部工・新設等）
の実績を業者が持てるような対応を行っていただき
たい。

宮建協
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６．令和３年度宮崎県委託事業「宮崎県建設産業若年 
入職者確保・定着支援事業」について

宮建協
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７．令和３年度宮崎県委託事業 
「建設産業外国人材確保支援事業」について

宮建協
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８．令和3年度テレビCM放送のご案内
　建設業は、宮崎における基幹産業であるとともに、住民生活や経済活動の基盤 である社会資本整備の担い手として重要
な役割を果たしており、さらに、県民の 安全・安心を守る「地域のまち医者」的な役割も果たしております。しかしながら、
いわゆる「3K」などのマイナスのイメージから、建設産業への若者の入職が進んでいないのが現状であり、人材を確保する
ことが喫緊の課題であります。
　本会においては、学生やその保護者に向けて建設産業の「魅力」を発信し、建設産業の「担い手の確保」「イメージアップ」
を図るため、平成 27 年度からテレビ CM によるPR 広報を行っておりますが、本年度も継続して下記のとおり放映いたします。

 ◆CM展開①（UMK）　～番組提供枠～ 

１．放送期間　	令和３年４月３日（土）から
　　　　　　	 令和４年２月26日（土）まで
２．放送形態　	○30秒CM、下記番組　毎週１回放送
　　　　　　	 ○UMKニュースの放送帯 （毎週土曜17：30～17：56）
　　		  ※特番等により、上記放送日・時間に変更が生じる場合あり
３．放送内容	 シリーズ第１～３部作３本を順次放送
		  ◇第１部「夢を抱いた日」篇
		  ◇第２部「一歩ずつ」篇・「青年隊募集」篇
		  ◇第３部「未来へ」篇

 ◆CM展開②（MRT）　～番組提供枠～ 

１．放送期間　	令和３年４月３日（土）から
　　　　　　	 令和４年２月26日（土）まで
２．放送形態	 ○30秒CM、下記番組　毎週１回放送
　　　　　　	 ○MRTニュースPlusの放送帯（毎週土曜18：50～19：00）　　		    　　
　　　　　　　※特番等により、上記放送日・時間に変更が生じる場合あり
３．放送内容	 シリーズ第１～３部作３本を順次放送
		  ◇第１部「夢を抱いた日」篇
		  ◇第２部「一歩ずつ」篇・「青年隊募集」篇
		  ◇第３部「未来へ」篇

 ◆CM展開③　～シネアドCM広告～ 

１．放送期間　	令和３年10月１日（金）～令和４年３月31日（木）
２．放送形態	 イオンモール宮崎セントラルシネマ 15秒CM
３．放送内容	 タイムラプス撮影による
　　　　　　 橋梁が完成するまでの15秒CM　1ヶ月 約1,350本
		   9スクリーン　年間動員数　約65万人

令和３年度放送日のご案内

「オジギビト」宮崎県建設業協会
イメージキャラクター

YouTube
チャンネル
あります！

宮建協
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９．宮崎県産業開発青年隊オープンキャンパスのお知らせ

宮建協
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10．玉掛け・移動式クレーン技能講習のお知らせ

宮建協
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１．令和３年度の大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者等の
就職・採用活動に係る公共職業安定所における取扱い等について

職発 0107 第 ４ 号　  
開発 0107 第 11 号　
令和３年１月７日　

主要経済団体の長　殿

厚生労働省職業安定局長　　
（　公　印　省　略　）　　

厚生労働省人材開発統括官　　
（　公　印　省　略　）　　

令和３年度の大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者等の 
就職・採用活動に係る公共職業安定所における取扱い等について

　大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）卒業・修了予定者（以下「大学等卒業予定者」という。）の求人・求職の秩序の維
持については、種々御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。
　さて、令和３年度の大学等卒業予定者の就職・採用活動に当たっては、関係府省、大学等において議論を行い、令和２年度と同様に、企業等に
おいては、令和２年３月31日に政府（内閣官房、文部科学省、厚生労働省、経済産業省の局長級等で構成される関係省庁連絡会議）から貴職に対
する「2021年度卒業・修了予定者等の就職・採用活動に関する要請について」（以下「要請」という。）により、また大学等（大学等関係団体で構
成される職業問題懇談会）においては、同年３月16日に「2021年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について（申合せ）」

（以下「申合せ」という。）により、広報活動は卒業・修了年度の直前の年度の３月１日以降に、採用選考活動は卒業・修了年度の６月１日以降に
開始することを求めているところです。
　上記を踏まえ、厚生労働省としては、令和３年度の大学等卒業予定者の適正な就職・採用活動が行われるよう、採用維持・促進、求人・求職の
秩序の維持、公平・公正で透明な採用の確保及び採用内定取消しの防止等に努めるとともに、都道府県労働局（以下「労働局」という。）及び公
共職業安定所（以下「安定所」という。）において、下記のとおり取り扱うことといたしました。
　ついては、貴団体におかれても、この趣旨について御理解の上、大学等卒業予定者の就職・採用活動が円滑に行われるよう、格段の御協力をお
願いいたします。
　また、貴団体傘下の会員企業等に対しましても、この内容について御周知いただきますよう併せてお願いいたします。

記

１　求人票の展示・公開時期等
　　令和３年度の安定所における取扱いは次のとおりとする。
　（1）求人票等の展示・公開等の取扱いについて
　　　令和３年度の大学等卒業予定者に係る求人票、求人要項等は、令和３年４月１日以降に展示・公開する。
　　�　これに伴い、該当求人申込みの受理開始は令和３年２月１日以降とする。また、該当求人者に求人票の展示・公開日等について説明をす
るとともに、安定所では同年５月31日以前には職業紹介を行わないことから、事業主等も該当求人票による採用選考活動を行わないよう、
安定所から事業主等に了解を得る。

　（2）求人情報、ガイドブック等の作成について
　　　大学等卒業予定者を対象とした求人要項の記載のある求人情報、ガイドブック等の発行は、令和３年４月１日以降とする。
　（3）大学等卒業予定者を対象とした就職面接会について
　　�　労働局及び安定所が主催する大学等卒業予定者を対象とした就職面接会は、地域の中小企業と学生等とのマッチングに大きな効果が期待
されることから、採用選考活動開始以降、大学等の学事日程等に最大限配慮しつつ、積極的に開催する。なお、開催に当たっては新型コロ
ナウイルス感染症の感染防止策を徹底するとともに、必要に応じてオンラインを活用する。

　（4）専修学校卒業予定者等の取扱いについて
　　�　要請及び申合せは、令和３年度の専修学校卒業予定者及び公共職業能力開発施設等長期間訓練課程修了予定者を対象とするものではない
が、安定所においては、これらの者も大学等卒業予定者と同様の取扱いとする。

２　公平・公正で透明な採用の確保等
　労働局及び安定所としては、事業主等に対し、公平・公正で透明な採用が確保されるよう、次の点について理解の促進を図る。
　①�男女雇用機会均等法（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号））の趣旨に沿った採
用活動を行うこと

　②学生等の意思に反して就職活動の修了を強要するようなハラスメント的な行為等を行わず、学生の自由な就職活動を妨げないようにすること
　③応募者に広く門戸を開き、応募者の適正・能力に基づいた公正な採用選考を行うこと
　④募集の中止、募集人員の消滅、採用内定取消し及び入職時期繰下げが生じないよう、適切な採用計画に基づいて採用内定を行うこと
　⑤�卒業・修了後少なくとも３年以内の既卒者の応募機会の確保に加えて、通年採用・秋期採用や応募時の居住地に関係ない「地域限定正社員」
制度の積極的な導入等、多彩な選考・採用機会の拡大に努めること

　⑥大学等卒業予定者とともに、高校卒業予定者等についても安定的な採用の確保を図ること

雇用改善コーナー
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２．令和４年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び
選考開始期日等並びに文書募集開始時期等について

　新規中学校・高等学校卒業者の就職については、種々御協力を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、新規中学校及び高等学校卒業者に対する早期選考の防止については、貴団体を始め各経営者団体等の御協力により、令和２年度
においても適切な取扱いが図られました。
　文部科学省及び厚生労働省においては、今後も、学校教育を充実し、就職希望者の適正かつ主体的な職業選択を確保するとともに、求
人秩序の確立を図るため、令和３年度においても選考開始期日等の完全遵守をお願いする次第であります。
　ついては、貴団体におかれましても、下記の事項に御留意の上、選考開始期日等及び文書募集開始時期等の遵守について、会員事業所
への周知徹底が図られるよう格別の御配慮をお願いします。
　また、新規学校卒業者の採用に当たっては、本人の適性と能力に基づた基準によりこれを行い、定時制課程及び通信制課程の卒業者と
全日制課程の卒業者との間の差別的取扱いや同和問題に係る差別的取扱いが行われないよう、また、雇用の分野における男女の均等な機
会及び接遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）の趣旨に沿った採用活動を行うとともに、障害者に対しては格別の配慮がなさ
れるようお願いします。
　さらに、新規中学校・高等学校卒業者に対する事業主の一方的な都合による採用内定取消し及び入職時期の繰下げは、決してあっては
ならない重大な問題です。このため、青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等
その他の関係者が適切に対処するための指針（平成27年厚生労働省告示第406号）に沿った適正な募集・採用等が行われますよう、併せて
御配慮をお願いします。
　なお、新規大学等卒業者に係る採用選考が新規中学校卒業者（新規義務教育学校卒業者及び中等教育学校の前期課程修了者を含む。以
下同じ。）及び新規高等学校卒業者（新規中等教育学校卒業者を含む。以下同じ。）に係る採用選考よりも早期に行われているところですが、
それにより、新規中学校卒業者及び新規高等学校卒業者の就職機会に影響が及ばないよう配慮をお願いします。
　新規学卒者をめぐる就職環境は、令和３年３月高等学校卒業予定者の就職内定率（文部科学省調査）は80.4%となっておりますが、地域
差もあることから、引き続き新型コロナウイルス感染症の感染拡大が与える影響により一層注意する必要があります。仮に就職未決定の
まま卒業を迎える者が数多にのぼるとすれば、本人にとって若年期に就職を通じた知識・技能の蓄積が図れず、将来のキャリア形成の支
障となるとともに、我が国の産業や社会を支える人材の育成が図られないなど深刻な問題を引き起こしかねません。将来にわたる日本経
済の競争力・生産性の向上を図るため、こうした取組に御理解いただき、令和４年３月の新規中学校・高等学校卒業予定者のための就職
機会の確保に向けた努力をお願いします。

記

第１　新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日等
　１　推薦及び選考開始期日並びに採用内定
　（１�）新規中学校卒業者の推薦及び選考開始期日については、令和４年１月１日以降とし、積雪地の関係からやむを得ない事情がある

ときは、次の地域に限り、令和３年12月１日から行っても差し支えないこと。
　　　�北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県（飯山公共職業安定所管

内の地域に限る。）、島根県（松江公共職業安定所隠岐の島出張所管内の地域に限る。）
　　
　（２�）新規高等学校卒業者の推薦開始期日については、推薦文書の到達が令和３年９月５日（沖縄県については令和３年８月30日）

以降となるようにすること。

２文科初第 1695 号 
職発 0210 第 10 号 
開発 0210 第 ３ 号 
令和３年２月 10 日

主要経済団体代表者　殿

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長
瀧　　本　　　　　 寛

（ 公 印 省 略 ）

厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 長
田　　中　　誠　　二

（ 公 印 省 略 ）

厚 生 労 働 省 人 材 開 発 統 括 官
小　　林　　洋　　司

（ 公 印 省 略 ）

令和４年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び 
選考開始期日等並びに文書募集開始時期等について（通知）

雇用改善
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　（３）新規高等学校卒業者の選考開始期日については、令和３年９月16日以降とすること。
　（４）採用内定の開始については、従前と同様、選考開始と同日以降に行うことができるものであること。

　２　求人申込みの手続等
　（１�）職業安定法（昭和22年法律第141号）第27条又は第33条の２の規定に基づき、新規高等学校卒業者に係る求人申込みを受理する高

等学校（中等教育学校を含む。以下同じ。）に求人申込みを行う場合においては、当面、適正な求人条件の確保、早期推薦・ 選考の
防止及び円滑な労働力需給調整の実施等の見地から、求人申込みを行おうとする事業所は、当該事業所を管轄する公共職業安定所（以
下「安定所」という。）に求人申込書を提出して、選考期日、求人内容等について適正であることの安定所の受理・確認（求人票へ
の受理・確認印の押印）を受けた後、当該求人票により高等学校に求人申込みを行わなければならないこととすること。

　　　�　したがって、この手続によらない求人申込みのあった場合には、高等学校は、生徒の推薦を行わず、安定所の受理・確認印の押
印のある求人票の提示を求め、その提出後、推薦を行うものとすること。

　　　（※）民間職業紹介事業を活用する場合は、この限りではない。

　（２）求人申込みの受理の期日等については、安定所の確認事務の的確な実施等適正な求人の確保を図るため、次のとおりとすること。
　　ア　新規中学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
　　（ア）安定所における求人申込みの受理は、令和３年６月１日から開始するものとすること。
　　（イ）安定所の他安定所への求人連絡は、令和３年７月１日から開始するものとすること。

　　イ　新規高等学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
　　（ア）安定所における求人申込みの受理及び確認のための求人票の受付は、令和３年６月１日から開始するものとすること。
　　（イ）安定所が確認した求人票の求人者に対する返戻は、令和３年７月１日から開始するものとすること。
　　（ウ）学校における求人申込みの受理は、令和３年７月１日から開始するものとすること。
　　　　　また、安定所で受理した求人の学校への提示についても、令和３年７月１日からに行うものとすること。

　（３�）求人活動のための学校訪問については、原則として安定所において確認を受けた求人票により学校に求人申込みを行った日以降
に行うこととするが、学校の事前の了解の下に、安定所に求人申込みを行った日以降についても行うことができるものとすること。

　３　就業開始期日
　（１�）新規中学校卒業者の就業開始（実習、研修等を含む。）時期は、労働基準法（昭和22年法律第49号）第56条第１項の規定により

令和４年４月１日以降とすること。

　（２）新規高等学校卒業者の就業開始時期については、卒業後とするよう事業所を指導すること。

　４　選考の通知
　　　�選考後は、採用内定取消しが生じないよう十分配慮しつつ、できる限り速やかに採否を決定し、選考を受けた生徒にその旨を通知

すること。

　５　�民間職業紹介事業者による就職あっせんについては、都道府県高等学校就職問題検討会議（都道府県教育委員会と都道府県労働局
が共同で開催）における申合せ事項を遵守すること。また、民間職業紹介事業者を活用して求人の申込みをする場合、公共職業安
定所を活用する場合と同様に全国高等学校統一応募書類の使用を徹底すること。

　６　生徒や学校の個々の事情に配慮した応募前職場見学及び採用選考活動等について
　　　�　応募前職場見学（※）及び採用選考活動等の実施に当たっては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況等を踏まえ、オン

ラインの活用に際して過度な負担が生じないようにするとともに、生徒や学校の個々の事情に配慮すること。
　　　（※�）なお、応募前職場見学は、生徒が事前に職業や職場への理解を深めるために行うものであり、採用選考の場とならないよう

十分留意すること。

第２　新規中学校・高等学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
　１　新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
　　　新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の開始時期は、令和３年７月１日以降とすること。
　　　なお、文書募集を行う場合は、次の条件によることとすること。
　（１）安定所において確認を受けた求人であって、当該求人の求人票記載内容と異なるものでないこと。

　（２）広告等掲載に当たっては、事業所を管轄する安定所名及び求人の求人番号を掲載すること。

　（３）応募の受付は、学校又は安定所を通じて行うこと。
　　　　�また、求人者が文書募集による応募者を受け付ける場合であっても、推薦開始期日、採用選考期日については、上記第１の１（２） 

から（４）までの取扱いと同様とすること。

　２　新規中学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
　　　新規中学校卒業者を対象とする文書募集は行わないこと。

雇用改善
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１．共済証紙購入の考え方（購入枚数の計算例）

２．建退共宮崎県支部取扱状況（３月分）

◎共済証紙（１日券が310円、10日券が3,100円）は、公共工事だけでなく、民間工事を受注したときも購入してください。
◎購入は、最寄りの金融機関において「共済契約者証」を提示し、「掛金収納書」に銀行の確認印を受け、大切に保管してください。
　※「掛金収納書」は、加入・履行証明（経営審査用、入札参加資格申請用）を申請する際に必ず必要となります。
◎購入に当たっては、現場労働者の人数と就労日数を的確に把握し、それに応じた額を購入してください。
　※ 人数等が把握できない場合は、下表を参考にしてください。
　※ 対象工事の現場労働者の加入率を70％と仮定した表ですので、実際の加入率を70％で除して購入枚数を算出してください。
　※ 100万円未満の工事は、1,000～9,999千円の欄を適用してください。
　※民間工事は１日１枚となります。（共済証紙は令和３年10月から１日券が320円、10日券が3,200円になります。）

【購入率】
工事種別

総工事費

土　　　　　木
舗　装 橋梁等 隧　道 堰　堤 浚渫・埋立 その他

の土木
1,000 ～ 9,999 千円 3.5/1000 3.5/1000 4.5/1000 4.1/1000 3.7/1000 4.1/1000
10,000 ～ 49,999 千円 3.3/1000 3.2/1000 3.6/1000 3.8/1000 2.8/1000 3.6/1000
50,000 ～ 99,999 千円 2.9/1000 2.8/1000 2.8/1000 3.1/1000 2.7/1000 3.1/1000
100,000 ～ 499,999 千円 2.3/1000 2.1/1000 2.1/1000 2.5/1000 1.9/1000 2.3/1000
500,000 千円以上 1.7/1000 1.6/1000 1.9/1000 1.8/1000 1.7/1000 1.8/1000

工事種別

総工事費

建　　　築 設　　　備
住宅・
同設備

非住宅・
同設備

屋外の
電気等

機械器具
設　　備

1,000 ～ 9,999 千円 4.8/1000 3.2/1000 2.9/1000 2.2/1000
10,000 ～ 49,999 千円 2.9/1000 3.0/1000 2.1/1000 1.7/1000
50,000 ～ 99,999 千円 2.7/1000 2.5/1000 1.8/1000 1.4/1000
100,000 ～ 499,999 千円 2.2/1000 2.1/1000 1.4/1000 1.1/1000
500,000 千円以上 2.0/1000 1.8/1000 1.1/1000 1.1/1000

《例１》
○　工事種別：その他の土木（一般的な土木工事）
○　工事契約額：９７２万円（消費税１０％を含む）
○　現場労働者の加入率：１００％（下請労働者を含む）
○　計算式
　　　９，７２０，０００円 × ４．１／１，０００ × １００／７０＝５６，９３１円
　　　　　　　　　　　　　　　（上記の表）　　　 （加入者率）
　　　５６，９３１円 ÷ ３１０円＝１８３．６  →  切り上げ  →  ３１０円の証紙を１８４枚購入

《例２》
○　工事種別：住宅・同設備（公営住宅、マンション等）
○　工事契約額：８６万４千円（消費税１０％を含む）
○　現場労働者の加入率：７０％（下請労働者を含む）
○　計算式
　　　８６４，０００円 × ４．８／１，０００ × ７０／７０＝４，１４７円
　　　　　　　　　　　　　  （上記の表）　　  （加入者率）
　　　４，１４７円 ÷ ３１０円＝１３．３  →  切り上げ  →  ３１０円の証紙を１４枚

　　　 共済契約者
（社）

被共済者
（名）

手帳更新
件数（件）

退職金支給状況
掛金収納状況（千円）

件数（件） 金額（円）
２月末計 2,573 30,775

３月分 927 129 90,278,336 前 月 分 47,695
加　　入 6 157
脱　　退 9 415 今年度総累計 10,636 1,050 902,101,143 当 年 度

累 計 748,303
３月末計 2,570 30,517 （2020年4月～3月） 

建退共
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１．令和３年度「通常総会」を開催

　令和３年度の通常総会は、新型コロナウイルス蔓延対策の関係により大幅に縮小され、理事および代議員による
議事の書面決議となった。
また、例年総会時に行われていた表彰伝達については、各支部において行うこととした。

１）　議　事
　（１）第１号議案　令和２年度事業報告書、収支決算書について
　（２）第２号議案　令和３年度事業計画書（案）、収支予算書（案）について
　（３）その他
　第１号議案、第２号議案ともに原案どおり承認された。
　
２）　表彰伝達
　　（一社） 全国土木施工管理技士会連合会の表彰伝達を行った。

　１　表彰規程第３条関係（２）－ イ　【 正会員の会長 】
　　「永年にわたり役員、委員会の委員又は職員として尽力し、その功績が顕著な者」

支部名 氏  名 役　職　名 　在　任　年　・　月 年数

東　諸 藤
ふじ

元
もと

　建
けん

二
じ

会　　 長 平成28年６月～令和２年５月 ４年

　　「表彰基準」　正会員の会長で４年以上の在任者

　２　表彰規程第３条関係（２）－ ロ　【 正会員の役員 】
　　「永年にわたり役員、委員会の委員又は職員として尽力し、その功績が顕著な者」

支部名 氏  名 役　職　名 　在　任　年　・　月 年数

西　都 河
かわ

野
の

　孝
たか

文
ふみ

理　　　事 平成26年６月～令和２年５月 ６年

　　「表彰基準」　正会員の理事及び監事で６年以上の在任者

　３　表彰規程第４条第２号　【 優良工事従事技術者 】	
　　「優良工事として表彰された工事に従事し、特に優秀な成績をあげ、他の模範となる者」

支部名 氏  名 会　社　名 工　事　名 発注機関名

宮　崎 日
ひ

高
だか

　直
なお

哉
や

（株）川正建設
平成30年度 交付建設

第35-12-6号県道佐土原国富線
広瀬工区 道路改良工事（その３）

宮　崎　県

日　南 福
ふく

岡
おか

　憲
けん

治
じ

富岡建設（株） 平成30・31年度
日南地区道路維持補修工事 国土交通省

都　城 永
なが

田
た

　和
かず

美
み

丸宮建設（株） 令和元年度
綾北川河道掘削外維持管理工事 国土交通省

延　岡 佐
さ

藤
とう

ブライアン 日新興業（株） 宮崎10号財光寺地区舗装工事 国土交通省

延　岡 高
たか

須
す

　　聡
さとし

（株）山崎産業 令和元年度
五ヶ瀬川天下地区地盤改良外工事 国土交通省

　　�「表彰基準」　国、地方公共団体及び公団等の発注機関から、令和２年１月１日から令和２年12月31日までの
間に表彰された者。

技士会
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　１　表彰規程第２条関係（１）　【 優秀技術賞 】
　　「優良工事等として表彰を受けた工事に土木技術者として従事し、他の模範となる者」

支部名 氏  名 会 社 名 工 事 名 発注機関名

宮崎 岡
おか

本
もと

　光
みつ

利
とし

（株）岡﨑組 東九州道（清武～北郷）
鏡州地区改良（６工区）外工事 国土交通省

宮崎 日
ひ

高
だか

　善
よし

幸
ゆき

（株）ダイニチ開発 平成31年度
宮崎右岸地区河川維持管理工事 国土交通省

宮崎 小
こ

玉
だま

　一
かず

義
よし

春山建設工業（株） 東九州道（清武～北郷）
芳ノ元地区改良（13工区）工事 国土交通省

宮崎 河
かわ

内
うち

　武
たけ

士
し

大和開発（株） 平成30年度
平田橋外橋梁耐震補強・補修工事 国土交通省

日南 倉
くら

永
なが

　友
とも

則
のり

富岡建設（株）
平成30年度 交建防安 第40-43-2号
日南志布志線 仮屋工区（仮称）
仮屋１号橋 橋梁上下部工工事

宮　崎　県

串間 河
かわ

野
の

　義
よし

範
のり

松浦建設（株）
令和元年度

日南地区舗装修繕外（その２）
工事

国土交通省

都城 遠
とお

矢
や

　長
ひさ

生
お

丸宮建設（株） 西都児湯森林管理署（29）
建築その他工事 国土交通省

都城 佐
さ

土
ど

原
わら

　豊
ゆたか

大淀開発（株） 東九州道（清武～北郷）
芳ノ元九平地区改良工事 国土交通省

小林 安
あ

部
べ

　孝
たか

洋
ひろ

（株）坂下組 宮崎10号都城道路２工区
志比田地区橋下部工（A1）外工事 国土交通省

小林 上
うえ

野
の

　昭
しょ

二
うじ

（株）坂下組 渡司川１砂防堰堤右岸工事 国土交通省

小林 中
なか

尾
お

　建
けん

治
じ

（株）山本組 今西地区護岸災害復旧工事 国土交通省

小林 海
え

老
び

原
はら

　徹
とおる

坂口建設（株） 今西地区河道整備工事 国土交通省

小林 小
こ

園
ぞの

　孝
たか

久
ひさ

（株）小園建設興業
平成30年度畑地帯総合整備事業
（担手育成）後川内１期地区

３工区
宮　崎　県

小林 田
た

中
なか

　広
ひろ

行
ゆき

（株）丸山工務店
平成30年度 防災通砂
第9-2号斧研谷川２
砂防えん堤工事

宮　崎　県

日向 中
なか

島
しま

　純
じゅん

宏
こう

（株）内山建設 五ヶ瀬川外河道維持管理工事 国土交通省

日向 丸
まる

山
やま

　　久
ひさし

旭建設（株） 宮崎10号
財光寺中の原南地区舗装工事 国土交通省

日向 原
はら

　　義
よし

美
み

（株）米澤土木 平成30年度
災害関連緊急治山事業古田之元 宮　崎　県

日向 三
みつ

樹
ぎ

　大
だい

作
さく

（株）三矢建設 平成30年度交付建設第36-1-2号
国道388号赤木工区道路改良工事 宮　崎　県

延岡 石
いし

川
かわ

　芳
よし

樹
き

（株）盛武組 令和元年５月大雨に伴う
路肩崩壊復旧（その２）工事 国土交通省

延岡 飯
いい

干
ほし

　　誉
ほまれ

（株）山崎産業 平成30年度 復旧治山事業畑村 宮　崎　県

延岡 楠
くす

木
のき

　浩
こう

三
ぞう

（株）山崎産業 平成30年度 農業用河川工作物
応急対策事業粟野名地区１工区 宮　崎　県

　　�「表彰基準」　国、地方公共団体及び公団等の発注機関から、令和２年１月１日から令和２年12月31日までの
間に表彰された者。

技士会
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２．令和３年度 ２級土木施工管理技術検定 
受験準備講習会のご案内

　河川、道路、橋梁などの土木工事において、主任技術者として施工計画を作成し、現場における工程管理、安全
管理など工事施工に必要な技術上の管理などを行うには、資格が必要になってきます。
　土木施工管理技士の国家資格を目指す技術者皆様方のために、２級土木施工管理技術検定の受験準備講習会を開
催致します。どこよりも安価で、経験豊富で優秀な講師によるポイントを押さえた講義を実施します。
　講習会の日程等は下記のとおりです。多数のご参加をお待ちしています。
　受講申し込み締め切りは７月２日（金）です。

２級　学科・実地講習　（６日間を２回に分けて開催）

日　程
１回目 令和３年７月１９日（月）～７月２１日(水)　３日間

２回目 令和２年７月２８日（水）～７月３０日(金)　３日間

場　所 宮崎県建設会館　（宮崎市橘通東２丁目９番19号）

問合わせ 宮崎県土木施工管理技士会　　（0985-31-4696）

３．令和３年度「監理技術者講習」についてのお知らせ
　技士会の監理技術者講習は、経験豊かな講師に
よる対面式講習会となっており、大変好評を得て
おりますので、令和３年に講習を予定されている
方はぜひ技士会の講習会をお願い致します。
　また、受講の期限が前回受講から５年後の12月
31日まで有効となりますので、自分の都合の良い
日程で受講する事が可能となります。
　なお、令和３年度の今後の予定は、下記のとお
りです。

４．令和３年度 中間検査改定に関する 
アンケート調査の実施について

　宮崎県工事検査課では、平成３１年度の中間検査の改定の状況を把握するため、アンケート調査への協力依頼が
来ております。
　対象は下記のとおりですが、アンケート調査票の配布・収集を宮崎県土木施工管理技士会で行っておりますので、
ご協力をお願い致します。

１．アンケートの対象
　・環境森林部、農政水産部、県土整備部発注の工事
　・当初設計金額１千万円以上の完成検査を受検した工事
２．アンケート調査票（エクセル形式）の配布
　　宮崎県土木施工管理技士会のホームページからダウンロードしてください。
　　　　○　新着情報　2021．4．19

日　　　程 場　　　　所
令和３年　６月　９日（水） 宮崎県建設会館
令和３年　６月３０日（水） 延岡建設会館
令和３年　８月　４日（水） 宮崎県建設会館
令和３年　９月２２日（水） 都城建設会館
令和３年１０月　６日（水） 延岡建設会館
令和３年１１月１０日（水） 宮崎県建設会館

技士会
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３．アンケート調査票の収集
　　宮崎県土木施工管理技士会の事務局へメール送信してください。
　　　　【宮崎県土木施工管理技士会　事務局　メールアドレス】
　　　　　　　　m-gishi@m-gishi.jp
４．提出期限（目安）
　　完成検査受験後、概ね２週間以内を目安に、宮崎県土木施工管理技士会へメールで提出してください。

５．ドローン安全運航管理者講習の参加者募集について
　宮崎県土木施工管理技士会では、（一社）日本ＵＡＳ産業振興協議会（ＪＵＩＤＡ）の認定を受けている、ドロー
ンアビエイション（株式会社ムカサ企画室運営ドローンスクール）と共催して、ＪＵＩＤＡ認定のドローンスクー
ルを開催いたします。

講習期間　　４日間　随時受付　　費　用　　会員　230,000 円

詳細は、宮崎県土木施工管理技士会へお問い合わせください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　0985-31-4696

技士会
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１．第55回通常総会を開催

　第55回通常総会は、５月25日（火）に宮崎観光ホテル東館２階「日向の間」において開催。

　総会は次の６議案について審議が諮られた。
　　第１号議案　令和２年度事業報告及び決算関係書類承認の件
　　第２号議案　令和３年度事業計画及び収支予算決定の件
　　第３号議案　令和３年度借入金残高の最高限度決定の件
　　第４号議案　１組合員に対する貸付金残高の最高限度決定の件
　　第５号議案　役員報酬決定の件
　　第６号議案　役員補充の件

　上記６議案について、すべて原案どおり可決・承認されました。
　なお、役員補充の件において選任された役員は下記のとおり、以上が通常総会の概要です。

　本年度も組合事業のご利用・推進につきましては、会員の皆様方のご理解と変わらぬご協力・ご支援を賜ります
ようお願い申し上げます。

令和２･３年度　宮崎県建設事業協同組合役員
◎代表理事　●副理事長 ○審議委員 ＊兼任役員25名　組合専任役員１名

役　　名 支部名 氏　　　名 商号又は名称
代 表 理 事 都　城 ◎ 長 友 俊 美 丸 昭 建 設 ㈱
副 理 事 長 日　向 ● 黒 木 繁 人 旭 建 設 ㈱
理 事 宮　崎 ○ 本 部 喜 好 ㈱ 川 正 建 設

〃 〃 ＊ 坂 口 睦 男 ㈱ 坂 口 組
〃 〃 ＊ 西 條 隆 雄 ㈱ 西 條 組
〃 〃 ＊ 児 玉 清 和 旭 洋 建 設 ㈱
〃 日　南 ○ 柳 橋 恒 久 富 岡 建 設 ㈱
〃 〃 ＊ 河 野 直 継 ㈱ 河 野 組
〃 串　間 ○ 河 野 義 也 松 浦 建 設 ㈱
〃 〃 ＊ 吉 田 一 徳 吉 田 建 設 ㈲
〃 都　城 ＊ 徳 留 良 一 は や ま 建 設 ㈱
〃 〃 ＊ 徳 満 裕 二 ㈱ 徳 満 建 設
〃 小　林 ○ 河 野 与 一 ㈲ 河 野 産 業
〃 〃 ＊ 小 園 俊 志 ㈱ 小 園 建 設 興 業
〃 東　諸 ○ 藤 元 建 二 ㈱ 藤 元 建 設
〃 〃 ＊ 許 斐 泰 將 許 斐 建 設 ㈱
〃 西　都 ○ 池 田 　 博 ㈱ 　 伊 　 達 　 組
〃 〃 ＊ 河 野 孝 文 河 野 建 設 ㈱
〃 高　鍋 ○ 津 房 正 寛 ㈱  津  房  産  業
〃 日　向 ＊ 黒 木 俊 光 ㈱ 光 技 術 開 発
〃 延　岡 ○ 木 村 健 一 木 村 産 業 ㈱
〃 延　岡 盛 武 一 則 ㈱ 　 盛 　 武 　 組
〃 高千穂 ○ 興 梠 俊 茂 ㈱ 興 梠 建 設
〃 〃 ＊ 木 田 壮 一 郎 木 田 建 設 ㈱
理 　 　 事 　 　 計 24名

監 　 　 事 宮　崎 ＊ 川 浦 幸 治 龍 南 建 設 ㈱
〃 都　城 ＊ 四 季 信 一 ㈲ 四 季 設 備
監 　 　 事 　 　 計 　２名
理 事 ・ 監 事 合 計 26名

事業協同組合
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２．立替決済サービス　(株)ランドデータバンクのご案内

組　合
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組　合
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１．STOP! 熱中症クールワークキャンペーン（令和３年５月～９月）

□ 値の把握の
準備

規格「 」に適合した 指数計
を準備しましょう。

□ 作業計画の策定な
ど

値に応じて、作業の中止、休憩時間の確保などが
できるよう余裕を持った作業計画をたてましょう。

□ 設備対策・休憩場
所の確保の検討

簡易な屋根の設置、通風または冷房設備や
ミストシャワーなどの設置により、

値を下げる方法を検討しましょう。
また、作業場所の近くに冷房を備えた
休憩場所や日陰などの涼しい休憩場所を
確保しましょう。

□ 服装などの検討 通気性の良い作業着を準備しておきましょう。身体を冷却
する機能をもつ服の着用も検討しましょう。

□ 教育研修の実施 熱中症の防止対策について、教育を行いましょう。

□ 労働衛生管理体制
の確立

衛生管理者などを中心に、事業場としての管理体制を整え、
必要なら熱中症予防管理者の選任も行いましょう。

□ 緊急時の措置の確
認

体調不良時に搬送する病院や緊急時の対応について確認を
行い、周知しましょう。

令和３年５月～９月

職場における熱中症により、毎年約 人が亡くなり、約 人が４日以上仕事を休んでいます。
夏季を中心に「 ！熱中症 クールワークキャンペーン」を展開し、職場での熱中症予防に
取り組みましょう！

【主唱】厚生労働省、中央労働災害防止協会、建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事
業労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会、一般社団法人全
国警備業協会 【協賛】公益社団法人日本保安用品協会、一般社団法人日本電気計測器工業会 【後援】関係省庁（予定）

月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

確実に実施できているかを確認し、□にチェックを入れましょう！

（ ３ ３）厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

― 熱中症予防対策の徹底を図ろう ―

！熱中症

５ １ ９
重点取組期間

●実施期間：令和３年 月 日から 月 日まで（準備期間４月、重点取組期間７月）

準備期間
キャンペーン期間

準備期間（４月１日～４月 日）

迷わず救急車を
呼びましょう！

事業場では、期間ごとの実施事項に重点的に取り組んでください。

建災防
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重点取組期間（７月１日～７月 日）

□ 値の把握
規格に適合した 指数計で 値を測りましょう。

準備期間中に検討した事項を確実に実施するとともに、
測定した 値に応じて次の対策を取りましょう。

熱中症予防管理者等は、 値を確認し、
巡視などにより、次の事項を確認しましょう。

□ 値の低減対策は実施されているか
□ 各労働者が暑さに慣れているか
□ 各労働者は水分や塩分をきちんと取っているか
□ 各労働者の体調は問題ないか
□ 作業の中止や中断をさせなくてよいか

□ 異常時の措置
～少しでも異変を感じたら～

・いったん作業を離れる
・病院へ運ぶ、または救急車を呼ぶ
・病院へ運ぶまでは一人きりにしない

□ 値を下げるた
めの設備の設置

準備期間に検討した設備、休憩場所を
設置しましょう。
休憩場所には氷、冷たいおしぼり、
シャワー等や飲料水、塩飴などを設置しましょう。
準備期間に検討した通気性の良い服装なども
着用しましょう。

□ 休憩場所の整備

□ 通気性の良い服装など

□ 作業時間の短縮 値が高いときは、単独作業を控え、 値に
応じて作業の中止、こまめに休憩をとるなどの工夫をしましょう。

□ 熱への順化 暑さに慣れるまでの間は十分に休憩を取り、
１週間程度かけて徐々に身体を慣らしましょう。
特に、入職直後や夏季休暇明けの方は注意が必要です！

□ 水分・塩分の摂取 のどが渇いていなくても定期的に水分・塩分を取りましょう。

□ プレクーリング 休憩時間にも体温を下げる工夫をしましょう。

□ 健康診断結果に
基づく措置

①糖尿病、②高血圧症、③心疾患、④腎不全、
⑤精神・神経関係の疾患、⑥広範囲の皮膚疾患、⑦感冒、
⑧下痢などがあると熱中症にかかりやすくなります。
医師の意見をきいて人員配置を行いましょう。

□ 日常の健康管理
など

前日のお酒の飲みすぎはないか、寝不足ではないか、
当日は朝食をきちんととったか、管理者は確認
しましょう。熱中症の具体的症状について説明
し、早く気付くことができるようにしましょう。

□ 労働者の健康状態の確
認

作業中は管理者はもちろん、作業員同士お互いの健康状態を
よく確認しましょう。

キャンペーン期間（５月１日～９月 日）

梅雨明け□ 実施した対策の効果を再確認し、必要に応じ追加対策を行いましょう。
□ 特に梅雨明け直後は、 値に応じて、作業の中断、短縮、休憩時間の確保を徹底しましょう。
□ 水分、塩分を積極的に取りましょう。
□ 各自が、睡眠不足、体調不良、前日の飲みすぎに注意し、当日の朝食はきちんと取りましょう。
□ 期間中は熱中症のリスクが高まっていることを含め、重点的に教育を行いましょう。
□ 少しでも異常を認めたときは、ためらうことなく、病院に搬送しましょう。

指数計の例

建災防
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２．職場における熱中症の発生状況 
（厚生労働省・宮崎労働局発表）

〔１〕宮崎県内における発生状況【休業４日以上】（平成21年～令和2年）速報値）

○�　職場における熱中症は、過去12か年に84件発生し、平成21年以降、増加傾向であったが、平成30年に減少
し令和元年に増加に転じた。なお、平成23年、平成28年と令和２年には死亡災害が発生している。

○�　業種別の発生状況は、建設業25件（29.8%）、製造業15件（17.9%）、農林業15件（17.9%）で、この３業種
で全体の約６割強を占めている。死亡災害の３件は林業と建設業で発生している。

○�　月別では７・８月に全体の約８割（69件）が発生している。時間帯では気温が上昇する10・11時台、気温
が最も高くなる14時から15時台が多くなっている。 年齢別では、50歳代が28件と全体の33.3％を占めている。
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〔２〕全国の状況（速報値）
　職場における熱中症による死傷者数の推移（2011年～2020年）

 

 

 

 

 

 

※�　建災防宮崎県支部では、「熱中症の
症状」、「熱中症の予防方法」、「緊急
時の救急措置」等を内容とする講習
会を下記により開催します。

開　催　日 開　催　場　所

令和３年６月１７日（木） 延岡建設会館（延岡市愛宕町２－32）

令和３年６月２９日（火） 宮崎県建設技術センタ－
（宮崎市清武町今泉丙2559－１）

建災防
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３．フルハーネス安全帯等の買換えに対する補助金について

建災防
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４．令和３年度労働保険年度更新集合受付会場日程表

建災防



39宮崎県建設業協会機関誌会報 2021. 6

Monthly Association Construction Industry NEWS Monthly Association Construction Industry NEWSMonthly Association Construction Industry NEWS Monthly Association Construction Industry NEWS

１．令和３年度火薬関係宮崎県知事及び 
宮崎県火薬保安協会長表彰者の決定について

（１）知事表彰受賞者（社）
表彰の種類 受　賞　者 （社） 会社名（代表者名） 職　域（地区）
優良事業所 高千穂土木株式会社 甲 斐 和 幸 建 設  （ 高 千 穂 地 区 ）
優良従業者 津 隈 重 人 株 式 会 社 佐 藤 工 業 砕石事業協同組合連合会
保安功労者 甲 斐 博 邦 株 式 会 社 矢 野 興 業 建 設  （ 高 千 穂 地 区 ）
保安功労者 石 川 朋 幸 有限会社石川銃砲火薬店 銃 砲 火 薬 商 組 合

（２）火薬保安協会長表彰受賞者
表彰の種類 受　賞　者（社） 会社名（代表者名） 職　域（地区）
保安功労者 白 　 谷 　 　 晃 株 式 会 社 財 部 組 建 設 （ 都 城 地 区 ）

２．火薬関係保安講習の申込並びに実施状況について 
（５月17日現在）

　現在、令和３年火薬関係講習会を自宅学習方式で実施中でありますが、５月17日現在の申込並びに実施状況は下
記のとおりです。
　これから、申し込みをされる方は、７月以降の申し込みをお願いします。

種別
保安責任者講習 従事者講習 再教育講習 煙火講習

申込 終了 申込 終了 申込 終了 申込 終了
４月 57 48 ６ ４ ６ ６ ０ ０
５月 61 25 17 17 ４ １ ３ ０
６月 68 ０ 29 ０ １ ０ ２ ０
７月 17 ０ １ ０ １ ０ ７ ０
８月 ８ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
９月 ８ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
10月 ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
11月 １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０

３ 火薬類危害予防週間の実施について

（１）期間（令和３年６月10日から６月16日まで）
（２）実施要領
　 ア  各事業所は、火薬類危害防止週間ポスターを掲示する等保安啓発活動を実施する。
　 イ  各事業所は、自主保安意識の高揚を図る。
　 ウ  各事業所は、事故発生時の連絡体制、役割分担等の対応についての再確認を行い、保安管理体制の強化を図る。

火薬協会
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１．宮崎県内の公共工事動向（前払い保証分）（４月分）
西日本建設業保証㈱　宮　崎　支　店

Ⅰ．全般の状況	 （単位：件、百万円、％）

年　　度 当　月
件　数 増減率 請負金額 増減率

令和３年度 181 0.0 13,281 ▲ 18.5
令和２年度 181 ▲ 23.3 16,301 84.3
令和元年度 236 57.3 8,843 42.1
平成30年度 150 ▲ 21.9 6,224 ▲ 47.0

　※増減率 ：前年同月比（以下同じ）

Ⅱ．発注者別の状況� （単位：件、百万円、％）

発 注 者 当　月
件　数 増減率 請負金額 増減率

国 10 ▲ 23.1 613 ▲ 39.0
独立行政法人等 2 ▲ 50.0 572 416.1

県 70 12.9 5,822 4.8
市町村 96 ▲ 5.9 5,404 ▲ 43.9

その他の公共的団体 3 ＜ 867 ＜
計 181 0.0 13,281 ▲ 18.5

Ⅲ．地区別の状況� （単位：件、百万円、％）

地　　区 当　月
件　数 増減率 請負金額 増減率

宮　 崎 33 10.0 2,182 186.5
日　 南 13 ▲ 13.3 870 36.5
串　 間 9 125.0 1,176 ▲ 19.4
都　 城 21 ▲ 30.0 2,199 ▲ 35.6
小　 林 16 128.6 347 259.8
高　 岡 6 20.0 141 526.5
西　 都 16 128.6 537 ▲ 88.5
高　 鍋 7 ▲ 36.4 255 ▲ 59.0
日　 向 22 ▲ 35.3 2,691 ▲ 10.6
延　 岡 22 4.8 2,196 192.2

　西臼杵　 16 ▲ 5.9 681 ▲ 20.5
計 181 0.0 13,281 ▲ 18.5

Ⅰ　全　般 （単位：件、百万円、％）

年  度 件　数 増　減　率 請　負　金　額 増　減　率

令和３年度 181 0.0 13,281 ▲ 18.5

令和２年度 181 ▲ 23.3 16,301 84.3

令和元年度 236 57.3 8,843 42.1

平成３０年度 150 ▲ 21.9 6,224 ▲ 47.0
※増減率 ：前年同月比（以下同じ）

Ⅱ　発　注　者　別 （単位：件、百万円、％）

発 注 者 件　数 増　減　率 請　負　金　額 増　減　率

国 10 ▲ 23.1 613 ▲ 39.0

独立行政法人等 2 ▲ 50.0 572 416.1 .

県 70 12.9 5,822 4.8

市町村 96 ▲ 5.9 5,404 ▲ 43.9

その他の公共的団体 3 ＜ 867 ＜

計 181 0.0 13,281 ▲ 18.5

Ⅲ　地　区　別 （単位：件、百万円、％）

地　区 件　数 増　減　率 請　負　金　額 増　減　率

宮　 崎 33 10.0 2,182 186.5

日　 南 13 ▲ 13.3 870 36.5

串　 間 9 125.0 1,176 ▲ 19.4

都　 城 21 ▲ 30.0 2,199 ▲ 35.6

小　 林 16 128.6 347 259.8

高　 岡 6 20.0 141 526.5

西　 都 16 128.6 537 ▲ 88.5

高　 鍋 7 ▲ 36.4 255 ▲ 59.0

日　 向 22 ▲ 35.3 2,691 ▲ 10.6

延　 岡 22 4.8 2,196 192.2

　西臼杵　 16 ▲ 5.9 681 ▲ 20.5

計 181 0.0 13,281 ▲ 18.5

＜　月別請負金額　＞

宮宮  崎崎  県県  のの  公公  共共  工工  事事  動動  向向
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２．中間前払い金制度のご案内

保証会社
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建設業情報管理センターからのお知らせ
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（公財）建設業福祉共済団からのお知らせ

 
 
 
 
 
◆「建設共済保険」の他にも次のような事業を行っています。

育育英英奨奨学学事事業業
被災者（死亡および障害・傷病３級以上）の子供に対して、要保育期間および

小学校から大学までの在学期間中、返済不要の奨学金を継続して給付します。

＜＜法法定定外外労労災災補補償償制制度度＞＞

建建設設共共済済保保険険はは労労働働者者とと企企業業ののリリススククををカカババーーししまますす！！
（年間完成工事高契約）

 

労労働働安安全全衛衛生生推推進進事事業業
●安全衛生用品の頒布

●女性専用トイレ導入費用に対する助成

●安全衛生推進者表彰 等

◆◆建建設設共共済済保保険険はは、、建建設設業業界界のの声声をを受受けけてて生生ままれれたた制制度度でですす。。
建設共済保険は、建設業を対象にした法定外労災補償制度の創設を望む建設業界の声を受け、昭和４５年に全国建設業

協会と建設業福祉共済団が特約を結び、建設省 現：国土交通省 及び労働省 現：厚生労働省 の認可を受けてわが国で初め

て創設された制度です。

運営団体の建設業福祉共済団は平成２５年度に公益認定を取得し、公益財団法人としてより一層の労働者の福祉の向上

や建設業の更なる発展等を目指し運営しています。また、当共済団は、各都道府県建設業協会の賛助会員であり、事務委

託契約を結んで建設共済保険の普及促進を行っています。

１１．．加加入入対対象象企企業業
国土交通大臣または都道府県知事の建設業許可を取得している建設業者であれば加入いただけます。

２２．．補補償償のの対対象象ととななるる方方
保険契約者が施工する元請・下請工事現場に就労する、自社および下請会社に雇用される労働者（アルバイト等を含みま

す。）を無記名で補償します。

※保険契約者である事業主 労災保険の特別加入をすることができる方 従業員 人以下の場合 ）も補償対象となります。

※役員、事務職員等の方は追加加入いただけます。詳しくはお問い合わせください。

３３．．保保険険金金ををおお支支払払いいすするる場場合合
労災保険法に定める業務上または通勤途上の災害により、死亡、障害の１級から７級、または傷病の１級から３級に該当し

た場合です。
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【企業が負担する諸費用の補償】
慰謝料、原因調査費、訴訟関係費、安全教育費

現場停止・指名停止期間の人件費 等

（入院・通院、休業補償、葬祭料等、被災者への追加補

償に充てていただくこともできます。）

【被災者の上乗せ補償】

死亡、障害１～７級、傷病１～３級

  

【被災者の補償】
死亡、障害１～１４級、傷病１～３級

療養 入院、通院 、休業補償、葬祭料 等

諸諸費費用用補補償償 企企業業防防衛衛

被被災災者者補補償償 労労働働者者福福祉祉

国国のの労労災災保保険険にによよるる補補償償

【【建建設設共共済済保保険険のの特特長長】】

①建設業における自主的な共済保険で掛金が安い

②災害発生時に企業が負担する諸費用も補償

③同一事故で多数被災した場合でも補償額の上限なし

④元請・下請を問わず無記名で補償

⑤代表者 保険契約者 も補償 従業員 人以下の場合

⑥経営事項審査において１５点の加点

【【年年間間掛掛金金のの目目安安】】
保険金区分合計 万円

（被災者補償保険金 万円）

（諸費用補償保険金 万円） の場合

完工高 土木一式工事 建築一式工事

億円 円 円

億円 円 円

億円 円 円

億円 円 円

億円 円 円

保険金区分合計を 万円、 万円、 万円とする

場合は、それぞれ上記掛金の 倍、 倍、 倍となります。

詳しい情報、掛金試算などのお問い合わせは 取扱機関

公公益益財財団団法法人人 建建設設業業福福祉祉共共済済団団 一一般般社社団団法法人人 宮宮崎崎県県建建設設業業協協会会
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 URL:http://www.kyousaidan.or.jp/   建設共済保険 検索
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